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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期

中間連結会計期間
第61期

中間連結会計期間
第60期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

売上高 （百万円） 58,485 60,984 118,844

経常利益 （百万円） 3,252 2,442 6,019

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 1,876 1,508 3,570

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 3,367 1,215 5,826

純資産額 （百万円） 64,171 65,560 65,506

総資産額 （百万円） 101,024 98,188 102,521

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 52.95 42.52 100.71

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 52.84 42.45 100.51

自己資本比率 （％） 58.7 62.1 59.2

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 4,207 2,090 8,523

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △2,671 △1,861 △7,645

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △2,686 △2,572 △5,128

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 26,467 21,037 23,610

　（注）　当社は中間連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。

 

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①財政状態の状況

　前連結会計年度末と比較した当中間連結会計期間末の資産、負債及び純資産の状況は次のとおりです。

　資産については、流動資産は、現金及び預金などの減少により3,217百万円減少しました。固定資産は、主に有

形・無形固定資産の減価償却の進捗などにより1,115百万円減少しました。これにより資産合計は、前連結会計年

度末比4,332百万円減の98,188百万円となりました。

　負債については、営業未払金の減少、その他に含まれるリース債務の減少の一方で、長期借入金の短期借入金へ

の組替による増加などにより流動負債は485百万円増加しました。固定負債は長期借入金の短期借入金への組替に

よる減少などにより4,872百万円減少しました。これにより負債合計は、前連結会計年度末比4,386百万円減の

32,628百万円となりました。

　純資産については、為替換算調整勘定の減少、配当金支払による減少などに対し、利益の確保による増加などが

あり、前連結会計年度末比54百万円増の65,560百万円となりました。

　自己資本比率は、前連結会計年度末比2.9ポイント上昇し、62.1％となりました。

 

②経営成績の状況

　当中間連結会計期間における世界経済は、米国では全体的に景気は底堅く推移しましたが、政策金利の引き下げ

によるインフレ再燃などの警戒感が高まっています。欧州ではインフレ圧力緩和による利下げがあったものの、依

然として景気は足踏み状態が続いています。中国では外需の増加で輸出が景気をけん引していますが、内需は総じ

て停滞し消費は勢いに欠ける展開が継続しています。日本経済は、物価上昇により実質賃金が伸び悩み、個人消費

は足元で弱い動きを見せる一方で、外需回復による輸出やインバウンド需要が堅調に推移するなど、景気は緩やか

な回復が見られました。

 

　このような事業環境の下、当中間連結会計期間の業績は、売上高は60,984百万円(前年同期比 4.3％増)、営業利

益は2,660百万円(同 3.9％減)、経常利益は2,442百万円(同 24.9％減)、親会社株主に帰属する中間純利益は1,508

百万円(同 19.6％減)となりました。

 

＜セグメントの概況＞

①電子部品物流事業

　当事業の主要顧客である電子部品業界においては、車載関連の生産は比較的堅調に推移、半導体は生成AI向けが

市場をけん引しています。産機用部品では、設備投資の低迷などを背景に総じて低調に推移、パソコン、スマート

フォンなどの民生機器、情報通信機器関連でも需要が停滞しました。

　当中間連結会計期間においては、国際輸送貨物の航空輸送から海上輸送へのシフトなどによる航空輸送の減少、

生産停滞などによる既存貨物の取扱量減少など厳しい環境となりましたが、新規顧客への拡販活動や円安の影響な

どにより売上高は増加しました。利益面では、生産性向上などに取り組む一方、新倉庫立ち上げに伴う一時的な費

用の発生、外注費、労務費などの増加の影響もあり減益となりました。

　当セグメントの業績は、売上高32,085百万円(前年同期比 2.9％増)、営業利益1,320百万円(同 22.1％減)となり

ました。

 

②商品販売事業

　商品販売事業では、電子部品に関連する包装資材・成形材料・電子デバイスの販売を行っています。当社では、

調達と物流を一元化した電子デバイスの調達代行の提案、物流改善を意識した包装資材の提案を特長としておりま

す。

　当中間連結会計期間においては、車載関連の電子デバイスの販売が海外向けで増加したことから、売上高が増加

しました。利益については、一時的な円高の影響に伴う原価率の悪化などにより減益となりました。

　当セグメントの業績は、売上高13,713百万円(前年同期比 5.0％増)、営業利益491百万円(同 4.6％減)となりま

した。
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③消費物流事業

　消費物流分野では、宅配サービスや通販ビジネスの成長に伴って需要が拡大している一方、ドライバーを始めと

する人材確保・育成が、業界全体の課題となっています。

　このような事業環境下、当社グループで消費物流を担う㈱流通サービスは、消費物流の川上にあたる企業間物流

の取り込み、化粧品などの商品センター業務やメディカル関連の輸配送、生協宅配ビジネスの拡大に取り組みまし

た。

　当中間連結会計期間においては、生協宅配ビジネスにおいては前期並みで推移しましたが、通販・ＥＣ物流での

拡販活動や既存顧客の荷動きが堅調に推移したことなどにより売上高は増加しました。利益については、売上高の

増加に伴う支払運賃、労務費の増加などがありましたが、増収効果、自働化などによる効率の改善にも取り組み増

益となりました。

　当セグメントの業績は、売上高15,184百万円(前年同期比 6.6％増)、営業利益848百万円(同 51.3％増)となりま

した。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末の残高は、前連結会計年度末と比べ2,573百万円減少し、21,037百

万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、得られた資金は、税金等調整前中間純利益2,427百万円などにより2,090百万円（前年同期比

2,116百万円の収入減）となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、使用した資金は1,861百万円（前年同期比809百万円の支出減）となりました。主な支出内容

は、新倉庫建設や生産性向上のための有形・無形固定資産の取得です。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、使用した資金は2,572百万円（前年同期比114百万円の支出減）となりました。主な支出は、

リース債務返済1,374百万円、配当金支払780百万円などによるものです。

 

(3) 経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(5) 研究開発活動

　該当事項はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

(1) 資本業務提携契約

　当社は、2024年５月９日開催の取締役会において、ロジスティード株式会社（以下「ロジスティード」といいま

す。）及びアルプスアルパイン株式会社（以下「アルプスアルパイン」といい、LDEC株式会社（以下「公開買付

者」といいます。）及びアルプスアルパインを総称して「公開買付者関係者」といいます。）との間で資本業務提

携契約（以下「本資本業務提携契約」といいます。）を締結することを決議し、同日付で公開買付者関係者との間

で本資本業務提携契約を締結しております。

　本資本業務提携契約の概要は以下のとおりです。

（ⅰ）公開買付者が当社株式（但し、アルプスアルパイン及びアルパイン株式会社が所有する当社株式（以下「本不

応募株式等」といいます。）及び当社が所有する自己株式を除きます。）の全てを取得することができなかっ

た場合に、公開買付けの決済の完了後速やかに、当社に対し、会社法第180条に基づき実施する当社の普通株

式の併合（以下「本株式併合」といいます。）の効力発生を条件として、当社が実施する、アルプスアルパイ

ンが本株式併合の効力発生日時点で所有する本不応募株式等の取得の実行日（以下「本効力発生日」といいま

す。）後の当社の取締役の総数の上限は13名とし、そのうち、アルプスアルパインが３名を、また、ロジス

ティードが残りの取締役（内３名は当社の推薦に基づく者であり、かつ、本効力発生日から３年間は本効力発

生日の前日時点において当社に在籍している者とします。）をそれぞれ指名する権利を有すること

（ⅱ）アルプスアルパインは、本効力発生日後３年間、当社の電子部品物流事業（アルプスアルパインの製品の拡

販・サプライチェーンに関するものに限ります。）を担当する執行役員３名を指名する権利を有し、ロジス

ティードが残りの執行役員（７名を原則とし、内３名は当社の推薦に基づく者とします。また、本効力発生日

から３年間は本効力発生日の前日時点において当社に在籍している者を少なくとも３名は当社の執行役員とし

て指名するものとします。）を指名する権利を有すること及び当社が2024年６月における新たな執行役員の選

任後における執行役員10名が本効力発生日後少なくとも１年間は当社の執行役員として引き続き選任されるこ

と

（ⅲ）本効力発生日から５年間のロジスティード及びアルプスアルパインの保有する公開買付者の普通株式（以下

「公開買付者株式」といいます。）の譲渡制限

（ⅳ）公開買付者の株式等の発行時におけるアルプスアルパインの株式等引受権（アルプスアルパインがその出資割

合及び議決権保有割合を維持するために必要な数の公開買付者株式等を引き受ける権利）

（ⅴ）（ⅲ）のアルプスアルパインの譲渡制限期間経過後の自己の保有する公開買付者株式の譲渡時におけるロジス

ティードの先買権（アルプスアルパインがかかる譲渡を行う場合に、ロジスティードがそれを優先的に買い受

ける権利）

（ⅵ）（ⅲ）の譲渡制限期間経過後のロジスティードによる公開買付者株式の第三者への譲渡時におけるロジス

ティードの強制売却請求権（ロジスティードが、アルプスアルパインの保有する公開買付者株式も併せて譲渡

予定先に売却するよう請求できる権利）及びアルプスアルパインの売却参加請求権（アルプスアルパインが、

自己の保有する公開買付者株式も併せて譲渡予定先に譲渡するよう請求する権利）

（ⅶ）ロジスティード、アルプスアルパイン及び当社が、相互に持続的成長及び競争力向上を支えるパートナーとし

て、また当社の独自性を維持した発展及びさらなるグローバル化・サービス拡充、並びにそれを通じたアルプ

スアルパインの拡販・サプライチェーンの強化を目指す協創パートナーとして、業務提携を行うこと

　本資本業務提携契約は、以下のいずれかに該当した場合に終了します。

（a）ロジスティード又はアルプスアルパインのいずれかが公開買付者株式を直接又は間接に保有しなくなった場合

（b）当社の清算が結了し、残余財産の分配が完了した場合

（c）契約の終了について書面により合意した場合

（d）公開買付者又は当社の株式の金融商品取引所への上場が実行された場合

 

(2) 合意書

　公開買付者による当社の普通株式及び新株予約権に対する公開買付けに際し、当社は、2024年５月９日付で、合

意書を公開買付者に対して差入れており、以下のとおり合意しております。

（ⅰ）当社グループの事業運営に関する事項

（ⅱ）業績及び財務状態に係る情報の提供

（ⅲ）当社が本取引を適法かつ有効に実行するために法令等、内部規則及び労働協約等に基づき必要となる行為を実

施するための商業上合理的な努力義務

（ⅳ）汚職防止法制、マネーロンダリング法制又は制裁関連法制の遵守並びに違反時の対応及び情報提供

（ⅴ）当社の表明保証事項（必要な許認可等の取得、各国適用法制の遵守等）
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(3) 自己株式譲渡契約

　アルプスアルパイン及び当社は、2024年８月21日付で、自己株式譲渡契約を締結いたしました。その主な内容

は、以下のとおりです。

（ⅰ）アルプスアルパイン及び当社が別途合意する日に自己株式取得対価総額をもって自己株式取得を実行すること

及びその手続に関連する事項

（ⅱ）自己株式取得実行の前提条件（注）を規定した自己株式譲渡契約を締結しております。

（注）自己株式譲渡契約においては、自己株式取得に係るアルプスアルパインの義務の履行の前提条件として、

以下の内容を規定しております。

①当社が、自己株式譲渡契約に基づき本効力発生日までに履行又は遵守すべき義務が全て重要な点において

履行又は遵守されていること

②当社において、自己株式取得の実行のために法令等及び社内規則上必要とされる一切の手続が適法かつ有

効に完了していること

③自己株式取得を制限又は禁止する旨のいかなる司法・行政機関等の判断等も存在しておらず、かつ、その

具体的なおそれもないこと

④本株式併合の適法かつ有効な完了

⑤資金提供及び減資等の効力が適法かつ有効に発生し、また、自己株式取得対価総額が、当社の本効力発生

日における分配可能額を超えていないこと

　また、自己株式取得に係る当社の義務の履行の前提条件として、上記③乃至⑤と同様の事項が規定されて

おります

⑥アルプスアルパインが、自己株式譲渡契約に基づき本効力発生日までに履行又は遵守すべき義務が全て重

要な点において履行又は遵守されていること
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在
発行数(株)

 (2024年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年11月11日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 35,501,000 35,501,000
東京証券取引所

(プライム市場)
単元株式数　100株

計 35,501,000 35,501,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2024年４月１日～

2024年９月30日（注）
12,400 35,501,000 3 2,357 3 2,038

　（注）新株予約権の行使による増加であります。
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

アルプスアルパイン株式会社 東京都大田区雪谷大塚町１番７号 16,526 46.6

ＴＤＫ株式会社 東京都中央区日本橋２丁目５番１号 2,804 7.9

ＭＳＩＰ　ＣＬＩＥＮＴ　ＳＥＣＵＲＩＴ

ＩＥＳ

（常任代理人　モルガン・スタンレーＭＵ

ＦＧ証券株式会社）

２５　Ｃａｂｏｔ　Ｓｑｕａｒｅ，　Ｃ

ａｎａｒｙ　Ｗｈａｒｆ，　Ｌｏｎｄｏ

ｎ　Ｅ１４　４ＱＡ，　Ｕ．Ｋ．

（東京都千代田区大手町１丁目９番７

号）

1,906 5.4

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区赤坂１丁目８番１号 1,826 5.1

ワクワクパートナーズ有限責任事業組合 岡山県津山市小原162番17号 1,035 2.9

アルパイン株式会社 東京都大田区雪谷大塚町１番７号 792 2.2

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目13番１号 693 2.0

ＧＯＬＤＭＡＮ，ＳＡＣＨＳ　＆　ＣＯ．

ＲＥＧ

（常任代理人　ゴールドマン・サックス証

券株式会社）

２００　ＷＥＳＴ　ＳＴＲＥＥＴ　ＮＥ

Ｗ　ＹＯＲＫ，ＮＹ，ＵＳＡ

（東京都港区虎ノ門２丁目６番１号）

566 1.6

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８番12号 473 1.3

ＪＰ　ＪＰＭＳＥ　ＬＵＸ　ＲＥ　ＵＢ

Ｓ　ＡＧ　ＬＯＮＤＯＮ　ＢＲＡＮＣＨ　

ＥＱ　ＣＯ

（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ銀行）

ＢＡＨＮＨＯＦＳＴＲＡＳＳＥ　４５　

ＺＵＲＩＣＨ　ＳＷＩＴＺＥＲＬＡＮ

Ｄ　８０９８

（東京都千代田区丸の内１丁目４番５

号）

437 1.2

計 － 27,061 76.3

　（注）　2024年８月５日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、野村證券株式会社及

びその共同保有者３社が2024年７月31日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているもの

の、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に

は含めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目13番１号 株式 901 2.54

ノムラ　インターナショナル　ピーエ

ルシー（NOMURA INTERNATIONAL PLC）

1 Angel Lane, London EC4R 3AB,

United Kingdom
株式 347 0.98

ノムラ　セキュリテーズ　インターナ

ショナル（NOMURA SECURITIES

INTERNATIONAL,Inc.）

Worldwide Plaza 309 West 49th

Street New York, New York 10019-

7316

株式 － －

野村アセットマネジメント株式会社 東京都江東区豊洲２丁目２番１号 株式 486 1.37
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 28,000 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 35,469,300 354,693 －

単元未満株式 普通株式 3,700 － －

発行済株式総数 35,501,000 － －

総株主の議決権 － 354,693 －

　（注）１　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が600株含まれております。また、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれております。

２　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が47株含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

株式会社アルプス物流
神奈川県横浜市港北区

新羽町1756番地
28,000 － 28,000 0.1

計 － 28,000 － 28,000 0.1

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 23,933 21,333

受取手形及び営業未収金 18,953 19,025

商品 1,788 1,700

その他 3,195 2,609

貸倒引当金 △18 △32

流動資産合計 47,852 44,635

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 18,754 18,258

土地 19,245 19,269

その他（純額） 9,393 8,788

有形固定資産合計 47,394 46,315

無形固定資産   

その他 3,882 3,823

無形固定資産合計 3,882 3,823

投資その他の資産   

投資有価証券 277 266

その他 3,116 3,149

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 3,391 3,414

固定資産合計 54,668 53,552

資産合計 102,521 98,188

負債の部   

流動負債   

営業未払金 12,967 10,073

短期借入金 1,938 6,101

未払法人税等 691 866

賞与引当金 1,579 1,695

役員賞与引当金 － 31

その他 7,164 6,060

流動負債合計 24,342 24,828

固定負債   

長期借入金 5,100 900

役員退職慰労引当金 34 37

退職給付に係る負債 1,821 1,870

その他 5,716 4,991

固定負債合計 12,672 7,800

負債合計 37,014 32,628
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,353 2,357

資本剰余金 2,057 2,055

利益剰余金 52,754 53,482

自己株式 △19 △20

株主資本合計 57,145 57,875

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 115 108

為替換算調整勘定 3,388 2,994

退職給付に係る調整累計額 2 16

その他の包括利益累計額合計 3,506 3,119

新株予約権 44 36

非支配株主持分 4,809 4,529

純資産合計 65,506 65,560

負債純資産合計 102,521 98,188
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（２）【中間連結損益及び包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 58,485 60,984

売上原価 51,568 53,909

売上総利益 6,917 7,074

販売費及び一般管理費 ※ 4,147 ※ 4,414

営業利益 2,769 2,660

営業外収益   

受取利息 49 47

受取配当金 6 6

為替差益 516 45

その他 67 75

営業外収益合計 641 175

営業外費用   

支払利息 125 125

支払手数料 － 210

その他 33 57

営業外費用合計 158 393

経常利益 3,252 2,442

特別利益   

固定資産売却益 7 11

特別利益合計 7 11

特別損失   

固定資産除売却損 20 26

特別損失合計 20 26

税金等調整前中間純利益 3,239 2,427

法人税、住民税及び事業税 1,160 850

法人税等調整額 △55 △65

法人税等合計 1,105 785

中間純利益 2,134 1,641

（内訳）   

親会社株主に帰属する中間純利益 1,876 1,508

非支配株主に帰属する中間純利益 257 133

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 38 △7

為替換算調整勘定 1,175 △432

退職給付に係る調整額 18 13

その他の包括利益合計 1,232 △426

中間包括利益 3,367 1,215

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 2,895 1,120

非支配株主に係る中間包括利益 471 94
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 3,239 2,427

減価償却費 2,362 2,763

売上債権の増減額（△は増加） △744 △234

棚卸資産の増減額（△は増加） 70 78

仕入債務の増減額（△は減少） 1,006 △2,816

その他の負債の増減額（△は減少） △31 △295

その他 △151 884

小計 5,752 2,807

利息及び配当金の受取額 55 54

利息の支払額 △126 △85

法人税等の支払額 △1,477 △685

その他 3 △0

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,207 2,090

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,533 △1,467

有形固定資産の売却による収入 20 13

無形固定資産の取得による支出 △377 △407

その他 218 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,671 △1,861

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1 △36

長期借入金の返済による支出 △66 －

株式の発行による収入 0 0

自己株式の取得による支出 － △0

リース債務の返済による支出 △1,139 △1,374

配当金の支払額 △991 △780

非支配株主への配当金の支払額 △489 △380

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,686 △2,572

現金及び現金同等物に係る換算差額 968 △230

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △182 △2,573

現金及び現金同等物の期首残高 26,650 23,610

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 26,467 ※ 21,037
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【注記事項】

（中間連結損益及び包括利益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費の主要な項目と金額は次のとおりであります。

 　前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日
　　至 2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
　　至 2024年９月30日）

賃金給与 1,312百万円 1,378百万円

退職給付費用 52　〃 56　〃

役員退職慰労引当金繰入額 3　〃 3　〃

賞与引当金繰入額 377　〃 375　〃

役員賞与引当金繰入額 16　〃 31　〃

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日
　　至 2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
　　至 2024年９月30日）

現金及び預金勘定 26,759百万円 21,333百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △292　〃 △295　〃

現金及び現金同等物 26,467　〃 21,037　〃

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前中間連結会計期間（自　2023年４月１日 至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月21日

定時株主総会
普通株式 991 28.00 2023年３月31日 2023年６月22日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年10月30日

取締役会
普通株式 780 22.00 2023年９月30日 2023年11月30日 利益剰余金

 

Ⅱ 当中間連結会計期間（自　2024年４月１日 至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月20日

定時株主総会
普通株式 780 22.00 2024年３月31日 2024年６月21日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額

中間連結
財務諸表
計上額
(注)

 
電子部品
物流事業

商品販売
事業

消費物流
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 31,181 13,062 14,240 58,485 － 58,485

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

 計 31,181 13,062 14,240 58,485 － 58,485

セグメント利益 1,693 515 560 2,769 － 2,769

（注）　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額

中間連結
財務諸表
計上額
(注)

 
電子部品
物流事業

商品販売
事業

消費物流
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 32,085 13,713 15,184 60,984 － 60,984

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

 計 32,085 13,713 15,184 60,984 － 60,984

セグメント利益 1,320 491 848 2,660 － 2,660

（注）　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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（収益認識関係）

　当社グループの売上高は、顧客との契約から生じる収益であり、当社グループの報告セグメントを主たる地域市

場別に分解した場合の内訳は、以下のとおりです。

 

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 電子部品物流事業 商品販売事業 消費物流事業

日本 16,151 8,952 14,240 39,344

中国 7,516 4,026 － 11,542

北米 3,424 10 － 3,435

アセアン 1,603 15 － 1,619

その他 2,485 57 － 2,543

外部顧客への売上高 31,181 13,062 14,240 58,485

（注）１　主たる地域市場は当社及び当社グループ各社の所在地を基礎として分類しております。

２　その他の区分に属する主な地域

アジア（本邦、中国及びアセアンを除く）、欧州

 

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 電子部品物流事業 商品販売事業 消費物流事業

日本 15,656 9,559 15,184 40,400

中国 8,053 4,049 － 12,102

北米 3,884 15 － 3,899

アセアン 1,704 18 － 1,722

その他 2,786 71 － 2,858

外部顧客への売上高 32,085 13,713 15,184 60,984

（注）１　主たる地域市場は当社及び当社グループ各社の所在地を基礎として分類しております。

２　その他の区分に属する主な地域

アジア（本邦、中国及びアセアンを除く）、欧州
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（１株当たり情報）

 １株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日
　　至 2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
　　至 2024年９月30日）

(1）１株当たり中間純利益 52円95銭 42円52銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万

円）
1,876 1,508

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間

純利益（百万円）
1,876 1,508

普通株式の期中平均株式数（株） 35,443,362 35,468,852

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 52円84銭 42円45銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（株） 72,333 59,456

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在

株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －
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（重要な後発事象）

（LDEC株式会社による当社株券等に対する公開買付けの結果並びに親会社及び主要株主の異動）

　LDEC株式会社（以下「公開買付者」といいます。）が2024年８月22日から実施しておりました当社の普通株式

（以下「当社株式」といいます。）及び新株予約権（以下、当社株式及び新株予約権を総称して「当社株券等」

といいます。）に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）が、2024年10月４日をもって終了い

たしました。

　本公開買付けの結果、2024年10月11日（本公開買付けの決済の開始日）をもって、公開買付者が当社の親会社

及び主要株主に該当することとなりました。

 

（株式併合並びに単元株式数の定めの廃止及び定款の一部変更）

Ⅰ．株式併合について

１．株式併合の目的及び理由

　2024年10月30日開催の取締役会において、2024年11月28日開催予定の臨時株主総会（以下「本臨時株主総

会」といいます。）において株主の皆様のご承認をいただくことを条件として、当社の株主を公開買付者及

びアルプスアルパイン株式会社（以下「アルプスアルパイン」といい、公開買付者及びアルプスアルパイン

を総称して「公開買付者関係者」といいます。）のみとするため、下記「２．株式併合の要旨」の「（２）

株式併合の内容」に記載のとおり、当社株式3,463,760株につき１株の割合で行う当社株式の併合（以下

「本株式併合」といいます。）を実施することとし、本株式併合に係る議案を本臨時株主総会に付議するこ

とを決議いたしました。

 

２．株式併合の要旨

（１）株式併合の日程

①　臨時株主総会基準日公告日 2024年９月26日（木）

②　臨時株主総会基準日 2024年10月11日（金）

③　取締役会決議日 2024年10月30日（水）

④　臨時株主総会開催日 2024年11月28日（木）（予定）

⑤　整理銘柄指定日 2024年11月28日（木）（予定）

⑥　当社株式の売買最終日 2024年12月16日（月）（予定）

⑦　当社株式の上場廃止日 2024年12月17日（火）（予定）

⑧　株式併合の効力発生日 2024年12月19日（木）（予定）

 

（２）株式併合の内容

①　併合する株式の種類

普通株式

 

②　併合比率

当社株式について、3,463,760株を１株に併合いたします。

 

③　減少する発行済株式総数

35,472,943株

 

④　効力発生前における発行済株式総数

35,472,953株

（注）当社は、2024年10月30日開催の取締役会において、2024年12月18日付で自己株式28,047株（2024年10

月11日時点で当社が所有する自己株式の全部に相当します。）を消却することを決議しておりますの

で、「効力発生前における発行済株式総数」は、当該消却後の発行済株式総数を記載しております。

なお、当該自己株式の消却は、本臨時株主総会において、本株式併合に関する議案が原案どおり承認

可決されることを条件としております。

 

⑤　効力発生後における発行済株式総数

10株

 

⑥　効力発生日における発行可能株式総数

40株
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⑦　１株未満の端数が生じる場合の処理の方法並びに当該処理により株主に交付されることが見込まれる金

銭の額

　本株式併合により、公開買付者関係者以外の株主の皆様の所有する当社株式の数は、１株に満たない端

数となる予定であります。本株式併合の結果生じる１株未満の端数については、その合計数（その合計数

に１株に満たない端数がある場合にあっては、当該端数は切り捨てられます。）に相当する数の株式を売

却し、その売却により得られた代金を株主の皆様に対して、その端数に応じて交付いたします。当該売却

について、当社は、本株式併合が、当社の株主を公開買付者関係者のみとすることを目的とする一連の取

引の一環として行われるものであること、及び当社株式が2024年12月17日をもって上場廃止となる予定で

あり、市場価格のない株式となることから、競売によって買取人が現れる可能性は低いことに鑑み、会社

法（平成17年法律第86号。その後の改正を含みます。以下同じです。）第235条第２項の準用する同法第

234条第２項の規定に基づき、裁判所の許可を得て公開買付者に売却することを予定しております。

　この場合の売却額は、上記裁判所の許可が予定どおり得られた場合には、本株式併合の効力発生日前日

である2024年12月18日の当社の最終の株主名簿において株主の皆様が所有する当社株式の数に本公開買付

けにおける買付け等の価格と同額である5,774円を乗じた金額に相当する金銭が交付されるような価格に

設定することを予定しております。但し、裁判所の許可が得られない場合や計算上の端数調整が必要な場

合等においては、実際に交付される金額が上記金額と異なる場合もあります。

 

⑧　１株当たり情報に及ぼす影響

　本株式併合が前連結会計年度の開始日に実施されたと仮定した場合の前中間連結会計期間及び当中間連

結会計期間における１株当たり情報は以下のとおりです。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間

（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益 187,678,988円30銭 150,807,959円30銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 － －

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

 

（３）上場廃止となる見込み

　上記「１．株式併合の目的及び理由」に記載のとおり、当社は、本臨時株主総会において株主の皆様の

ご承認を頂くことを条件として、本株式併合を実施し、当社の株主を公開買付者関係者のみとする予定で

あります。その結果、当社株式は東京証券取引所の上場廃止基準に従い、所定の手続を経て上場廃止とな

る予定であります。

　日程といたしましては、2024年11月28日から2024年12月16日までの間、整理銘柄に指定された後、2024

年12月17日に上場廃止となる予定です。上場廃止後は、当社株式を東京証券取引所プライム市場において

取引することはできません。

 

Ⅱ．定款の一部変更について

１．定款変更の目的

（１）本株式併合に係る議案が原案どおり承認可決され、本株式併合の効力が発生した場合には、会社法第

182条第２項の定めに従って、当社株式の発行可能株式総数は40株に減少することとなります。かかる

点を明確化するために、本株式併合の効力が発生することを条件として、定款第６条（発行可能株式総

数）を変更するものであります。

 

（２）本株式併合に係る議案が原案どおり承認可決された場合には、当社株式は上場廃止となる見込みであ

り、上場廃止後は、当社株式を東京証券取引所において取引することはできなくなるため、定款第７条

（自己の株式の取得）の全文を削除し、当該変更に伴う条数の繰上げを行うものであります。

 

（３）本株式併合に係る議案が原案どおり承認可決され、本株式併合の効力が発生した場合には、当社の発行

済株式総数は10株となり、単元株式数を定める必要性がなくなります。そこで、本株式併合の効力が発

生することを条件として、現在１単元100株となっている当社株式の単元株式数の定めを廃止するた

め、定款第８条（単元株式数）の全文を削除し、当該変更に伴う条数の繰上げを行うものであります。

 

（４）本株式併合に係る議案が原案どおり承認可決され、本株式併合の効力が発生した場合には、当社株式は

上場廃止となるとともに１株以上の当社株式を所有する者は公開買付者関係者のみとなるため、株主総

会資料の電子提供制度に係る規定はその必要性を失うことになります。そこで、本株式併合の効力が発

生することを条件として、定款第14条（電子提供措置等）の全文を削除し、当該変更に伴う条数の繰上

げを行うものであります。
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２．定款変更の内容

　変更の内容は、以下のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

現行定款 変更案

第１条～第５条（条文省略）

 

第１条～第５条（現行どおり）

 

（発行可能株式総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、7,000万株

とする。

 

（発行可能株式総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、40株とす

る。

 

（自己の株式の取得）

第７条　当会社は、会社法第165条第２項の規定に

より、取締役会の決議によって市場取引等

により自己の株式を取得することができ

る。

 

 

（削除）

（単元株式数）

第８条　当会社の単元株式数は、100株とする。

 

 

（削除）

第９条～第13条（条文省略）

 

第７条～第11条（現行どおり）

 

（電子提供措置等）

第14条　当会社は、株主総会の招集に際し、株主総

会参考書類等の内容である情報について、

電子提供措置をとるものとする。

②　当会社は、電子提供措置をとる事項のうち

法務省令で定めるものの全部または一部に

ついて、議決権の基準日までに書面交付請

求した株主に対して交付する書面に記載し

ないことができる。

 

 

（削除）

 

第15条～第36条（条文省略）

 

第12条～第33条（現行どおり）

 

 

３．定款変更の日程

2024年12月19日（予定）

 

４．定款変更の条件

　本臨時株主総会において、本株式併合に関する議案が原案どおり承認可決され、本株式併合の効力が生じ

ることを条件といたします。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月11日

株式会社アルプス物流

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田島　一郎

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 橋本　悠生

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アルプ

ス物流の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益及び包括利益計算書、中間連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社アルプス物流及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

強調事項

　注記事項（重要な後発事象）に記載されているとおり、ＬＤＥＣ株式会社が2024年８月22日から実施していた会社の株

券等に対する公開買付けが2024年10月４日をもって終了し、2024年10月11日をもって、ＬＤＥＣ株式会社が会社の親会社

及び主要株主となっている。会社は2024年10月30日開催の取締役会において、2024年11月28日開催予定の臨時株主総会に

おける株式併合、単元株式数の定めの廃止及び定款の一部変更についての付議を決議した。これらが臨時株主総会で承認

されることを条件として、会社は株式併合を実施し、会社株式は東京証券取引所の上場廃止基準に従い、所定の手続を経

て2024年12月17日に上場廃止となる予定である。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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